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１．はじめに 

 

      当社は2002年4月に『日本信号環境方針』を制定し、企業活動と環境保全を両立させた経営に努めて 

    まいりました。環境保全と改善のために、地球環境にやさしい商品・サービスを提供するという環境方針 

  に基づき製品の開発、設計段階から環境に配慮した技術開発を取り組んでいます。 

当社の製品は、多くのお取引先との関連で製造されています。自社だけでの環境保全活動では十分とは 

  言えず、環境にやさしい製品をお客様に提供するためには、製品を構成する原材料や部品等も環境にやさ 

しいことが必要です。 

当社が電気・電子部品などの市販品及び仕様を指定する納入品の調達にあたり、お取引先各位の環境取 

  り組みと原材料や部品そのものの環境へのやさしさを考慮したグリーン調達を推進します。このグリーン 

調達ガイドラインに基づき、生産活動における環境取り組み及び原材料や部品等を評価したうえで、調達 

をさせていただきたいと考えています。 

グリーン調達はお取引先のご理解なくしては推進できませんので、当社のグリーン調達ガイドラインを 

  ご理解いただき、ご協力をお願い申し上げます。 

 

 

 

環境方針 
 

   ＜環境理念＞ 

 

      日本信号株式会社は、安心して暮らせる地球環境を創り出すため環境保全と改善に向け 

    た取り組みを推進し､｢安全と信頼｣のテクノロジーを通して､より快適な人間社会の実現を 

    目指します｡ 

 

   ＜環境方針＞ 

 

      当社は企業活動と環境保全を両立させ、開発から廃棄までの各段階で環境負荷の軽減を 

    図り、地球環境にやさしい商品・サービスを提供します。 

 

  （１）企業活動における環境への影響を配慮し、省資源、省エネルギー、廃棄物の削減及び 

        リサイクルの推進を行い、環境汚染の予防と環境マネジメントシステムの継続的改善 

        を図ります。 

 

  （２）環境に関する法令・規制、条例、その他の協定を遵守します。さらに自主管理基準に 

        基づき環境保全を図ります。 

 

  （３）製品の開発においては、設計段階から環境に配慮した技術開発に努めます。 

 

  （４）この環境方針を達成するため、環境保全に関する目的・目標を技術的・経済的に可能 

        な範囲で設定し、定期的に見直すことにより継続的改善を図ります。 

 

  （５）環境方針を文書化し、全従業員に周知徹底し、実行・維持するとともに一般の人々に 

        も公開します。 
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２．日本信号グリーン調達の考え方 

 

2.1 目  的 

日本信号は、環境に配慮した製品・サービスを社会に提供するために、従来の品質(Q)･価格(C)･納期 

(D)に環境(E) を調達基準の重要な要素と位置付け、下記を基本姿勢としてグリーン調達を推進しており 

ます。このため、本ガイドラインではグリーン調達に関する当社の考え方と、具体的な要求基準および 

運用について示します。 

 

  2.2 適用範囲 

      本ガイドラインは当社がお取引先から納入していただく当社製品を構成する全ての部材（納入部材の 

製造工程において使用する物質を含む）の調達活動に適用します。 

(1) 対象のお取引先 

       当社製品を構成する部材を直接納入していただく１次お取引先を対象とし、１次お取引先自身の 

情報を提供願います。 １次お取引先は２次お取引先に対してこのグリーン調達ガイドラインを伝えて 

   いただき、このガイドラインに準拠して ISO14001等の第三者認証取得と規制化学物質の非含有に取り 

   組むよう指導し、環境保証の連鎖をお願いします。 

(2) 対象の納入品 

       ① 部品、材料（電子部品、加工部品、原材料、包装材、梱包材等） 

       ② 組立品、完成品（ユニット、モジュール、ボード等） 

       ③ 補材等の構成材料（はんだ材料、粘着テープ、接着剤等） 

 

  2.3 要求事項 

当社のグリーン調達については、次の２つの選定基準によるものとし、総合評価で環境負荷が低い 

納入品を優先購入致します。 

① 環境経営の推進に関する要件 

② 納入品の環境関連物質含有の管理に関する要件 

 

    2.3.1 環境経営の推進に関する要件 

環境経営の推進に関する要件とは、環境配慮を推進する企業体質の指針とする、環境マネジメント 

システムの構築活動です。第三者機関の認証取得（ISO14001等）を推奨事項とし、お取引先の積極 

的な環境保全への取り組みをお願いします。 

お取引先おける環境保全の取り組みとしては、以下のような活動を想定しています。 

◆環境マネジメントシステム 

ISO14001の認証取得/取得計画がある。又はその他のマネジメントシステム(ｴｺｱｸｼｮﾝ 21、KES等) 

を構築/構築活動中である。(対象納入品の製造拠点毎での取得及び構築が必要です。) 

（一部、 取引対象品目と取引量によって認定取得は任意です。） 

サプライチェーンマネジメントの観点から、お取引先自身のグリーン調達実施と化学物質管理 

システム構築と運用実施。 

当社から見た二次三次以降のサプライヤー様からの環境情報伝達を推進いただく。 

    ◆法遵守 

関係する法律を遵守していること。過去に法律違反で罰則を受けていないこと。 

    ◆省エネ、廃棄物、輸送手段等の環境自主改善活動の推進 

    ◆情報提供 

     当社が要求する場合、必要な環境情報を提供いただくこと。 

     なお、秘密情報と成り得る場合は、事前にその旨ご連絡ください。 

◆上項には該当しないが、その他の自主的な環境取り組みを行っている。 

 

 

 



NWS-E2202A 参考資料（4/17） 

 

    2.3.2 納入品の環境関連物質含有の管理に関する要件 

     ◆化学物質管理 

① 化学物質の使用制限 

当社に納入される資材・部品等については、別紙の「禁止物質／管理物質一覧」に指定する 

含有の禁止（または、閾値以下での管理） 

本「グリーン調達ガイドライン」での要求事項の全ての関係部署やサプライヤーへの周知徹底。 

当社発行の購入仕様書、購入図面における環境関連物質管理に関する要求事項の実現。 

② 化学物質調査への協力 

当社からお願いする環境関連物質使用状況調査への回答 

(1) 当社からお願いする環境関連物質使用状況調査（不定期）への回答。 

納入品の種類や必要性に応じて、お願いする調査内容は都度異なる場合があります。 

主な調査内容は下記の通りです。 

a. VT62474（旧 JGPSSI）調査回答フォーマットおよび、不使用保証書、使用報告書 

b. EU  REACH等規制のSVCH含有有無調査 

（JAMP（Joint Article Management Promotion）、chemSHERPAフォーム、他による） 

c.  分析評価結果の提出 

d. その他、上記お願い事項の確実化のため、必要な調査 

(2) 上記の回答にあたって、納入品を構成する全ての部品、材料のサプライヤーからの必要情報 

の入手。 

(3) 当社要求事項の遵守を実現するために、必要である場合は、分析測定の実施およびサプライ 

ヤーからの分析測定結果の入手。 

(4) サプライヤーの管理体制の調査と把握 

③ 削減物質について自主的な削減および管理物質の適正な管理実施 
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３．お取引先へのお願い事項 

 

  3.1 提出書類 

      当社から提示しますグリーン調達に関する帳票類は以下の通りです。 

様式 書類名 提出時期 

１ グリーン取引先調査票 随時（変化があった時） 

２ 特定化学物質 不使用保証書 当社からの調査依頼時 

３ 特定化学物質 使用報告書 当社からの調査依頼時 

４ 補材等含有化学物質調査票 当社からの調査依頼時 

      ※上記帳票類の他に別途定める｢基本取引契約書｣又は｢グリーン調達に関する合意書｣をご提出ください。 

 

  3.2 回答方法 

      回答および調査結果は、当社の提示する電子ファイルに入力、または、印刷のうえ筆記にて記入し、 

PDFファイル等にて、当社担当部門へご提出ください。 

提出は電子メールを利用した電子ファイルでの授受を原則とさせて頂きますが、例外的にCD-ROM等の 

電子媒体またはＦＡＸでの提出も認めます。 

また、各帳票については氏名欄に責任者の署名もしくは捺印したもの、あるいは、社印を押した原本を 

ご提出ください。 

 

  3.3 記入方法 

      ご提出していただく書類は、以下の記入方法に従って作成願います。 

(1) 様式１ グリーン取引先調査票 

① 会社名、部署・役職、氏名、住所、電話番号を記述して下さい。それ以外の質問に対しては  

基本的に｢はい｣又は｢いいえ｣を○で囲んで下さい。 

② 第三者認定を取得している場合、自主評価は不用です。認証機関名と認証番号を記述願います。 

③ 三者認定を取得してない場合は自主評価を行い、評価点の合計を算出し記述願います。 

 

(2) 様式２～４ 特定化学物質 不使用保証書/使用報告書、補材等含有化学物質調査票 

当社顧客からの依頼により、個別の規制または化学物質の含有に関する調査（含有の有無、含有量 

含有部位、含有目的、および有害性の把握）を行う場合があります。調査への協力をお願い致します。 

 

(3) 調査内容によっては、JAMPが運営するchemSHRPA-AIファイルを使用する場合があります。 

    https://chemsherpa.net/chemSHERPA/aboutchemsherpa/ 

 

  3.4 運用フロー 

 

お 

客 

様 

日 

本 

信 

号 

貴社 

（１次サプライヤ） 

貴社仕入先 

（２次サプライヤ） 環境保障され

た製品の提供 

製品単位また

は化学物質単

位での含有調

査依頼 

部品メーカ 

部品メーカ 

原材料メーカ 

ユニット組立

メーカ 

商社 

部品メーカ 

①調査依頼 

 

 

④回答 

②調査依頼 

 

 

③回答 

②調査依頼 

 

 

③回答 

②調査依頼 

 

 

③回答 

不使用保証書 

使用報告書 

chemSHRPA-AI

ファイル 

その他報告書 

https://chemsherpa.net/chemSHERPA/aboutchemsherpa/
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４．特記事項 

 

    4.1 工程、材料等の変更連絡 

        今後工程、材料等の変更の際は事前に各調達窓口にご連絡をお願いいたします。 

 

    4.2 提出された資料の取り扱い(機密保持) 

      ご提出して頂いた記入結果やその他の資料は、当社の内部資料として取り扱います。 

      従って、お取引先の許可なく提出された資料をそのまま外部公開されることはありません。 

 

    4.3 提出帳票のダウンロード 

      お取引先に提出して頂くグリーン調達に関する帳票類は、以下の当社ホームページよりダウンロードを 

      お願いします。 

        HP：http://www.signal.co.jp/environment/green.html 

 

 

５．お問い合わせ先 

 

   日本信号株式会社 ものづくり本部 

地区 TEL FAX 主な改訂内容 

久喜事業所 資材部 0480-28-3226 0480-28-3802 
〒346-8524  

埼玉県久喜市大字江面大谷 1836-1 

宇都宮事業所 資材部 028-660-3574 028-660-3794 
〒321-8651 

栃木県宇都宮市平出工業団地 11-2 

 

http://www.signal.co.jp/environment/green.html
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＜ 用語解説 ＞ 

 

(1) 環境関連物質 

地球環境全般に環境影響を及ぼすおそれのある物質で、本ガイドラインで示す基準で指定するもの。 

(2) RoHS指令 [Restriction of Hazardous Substances] 

欧州における化学物質管理等に関する規制。 

産業廃棄物処理（埋立て、焼却処分）での有害物質による被害を防ぐことを目的とする。 

(3) REACH規則 [Registration, Evaluation, Authorization and Restriction of Chemicals] 

欧州における化学物質管理等に関する規制。 

物質の有害性評価のための代替手法の促進を含む、人の健康及び環境の高レベルの保護、並びに 

域内市場における物質の自由な流通とともに競争力と革新の強化を確保することを目的とする。 

(4) 化審法 （化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律） 

人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息・生育に支障を及ぼすおそれがある化学物質による環境の 

汚染を防止することを目的とする法律。 

本法は、大きく分けて次の三つの部分から構成されている。 

•  新規化学物質の事前審査  

→新たに製造・輸入される化学物質に対する事前審査制度 

•  上市後の化学物質の継続的な管理措置  

→製造・輸入数量の把握（事後届出）、有害性情報の報告等に基づくリスク評価 

•  化学物質の性状等（分解性、蓄積性、毒性、環境中での残留状況）に応じた規制及び措置  

→性状に応じて「第一種特定化学物質」等に指定 

→製造・輸入数量の把握、有害性調査指示、製造・輸入許可、使用制限等 

(5) JAMP [Joint Article Management Promotion-consortium] 

アーティクルマネジメント推進協議会。 

アーティクル（部品や成形品等の別称）が含有する化学物質等の情報を適切に管理し、サプライチェ

ーンの中で円滑に開示・伝達するための具体的な仕組みを作り普及させることが、国内の産業競争力

の向上には不可欠であるとの認識に立ち、この理念に賛同する１７の企業が発起人となって 2006年9

月に業界横断の活動推進主体として発足。 

(6) chemSHERPA [Chemical infomation SHaring and Exchange under Reporting PArtnership in  

supply chain] 

経済産業省が2015年10月からスタートさせた、新しい製品含有化学物質の情報伝達共通の体系 

のこと。 

全ての製造業界で同じものを使用することで、情報のやりとりをしやすくすることを目的とする。 
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＜ 改定履歴 ＞ 

 

グリーン調達ガイドラインの改訂等について 

    この｢グリーン調達ガイドライン｣は、法規制や社会動向により予告なく改訂する場合があります。 

    改訂が生じた場合には、速やかにその内容をご連絡申し上げます。今までの改訂履歴は以下の通りです。 

 

版数 改訂日 主な改訂内容 

第1版 2005年10月05日 初版（制定） 

第2版 2005年11月01日 ① 管理番号(NTS-9401B)追記、②P7,P9 差替え、③その他 

第3版 2007年01月04日 ② 管理番号をNWSに変更、②P4変更(当社閾値)、③P8変更 

第4版 2010年01月04日 定期見直しによる改定(P4,P5の禁止時期の訂正等) 

第5版 2018年06月01日 禁止物質/管理物質 見直しによる変更 
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様式１．グリーン取引先調査票 
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 様式２．特定化学物質に関する不使用保証書 
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 様式３．補材等含有化学物質調査票 
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 様式４．特定化学物質不使用保証書 

 


